
全実協２８第３９号  

平成２８年１２月２６日 

一般財団法人全国大学実務教育協会 

会員校代表者 様 

一般財団法人全国大学実務教育協会 

代表理事・会 長   森 脇 道 子 

消費税率改訂時期の延期に伴う資格認定証申請費用の取扱いについて（お知らせ） 

拝啓 時下、益々ご清栄の段お慶び申し上げます。 

平素から本協会の運営につきまして何かとご高配をいただき心から感謝申し上げております。 

さて、すでにご承知のとおり消費税増税の時期を平成 31 年 10 月 1 日に延期する消費税法等の改

正が行われました。それに伴い、各資格認定に関する規程の一部改正（以下「規程」という。）を行

いました（別紙１）。これにより、先に送付した通知（別紙２ 平成 28 年 3 月 31 日全実協 27 第 46

号写）のうち、適用時期を下記のとおり改正しました。併せて申請者が当該年度に資格を取得でき

なかった場合の取扱い、資格（称号）授与証明書の取扱い及びマナーインストラクター認定試験の

消費税の取扱いについてお知らせします。 

つきましては、学生や貴学関係者にご伝達いただきますようよろしくお願い申し上げます。

末筆ではございますが、貴殿のご健勝と貴学の益々のご発展を心からお祈り申し上げます。 

敬具 

記 

１．消費税率改訂時期の延期に伴う資格認定証申請費用の改正規定の適用時期について 

 平成 28 年 3 月 31 日全実協 27 第 46 号でお知らせした資格認定証申請費用改正規定の適用時期

について、消費税法等の改正に伴い、先の通知中「平成 29 年 4 月 1 日以降の資格認定証申請から

適用する。」を「平成 31 年 10 月 1 日以降の資格認定証申請から適用する。」に改める。したがって

平成 31 年 9 月末までの資格認定証申請費用については、消費税分については、協会が負担します。

（規程の附則関係） 

２．申請者が当該年度に資格を取得できなかった場合の取扱いについて 

資格認定証申請に要する費用を納付した者が当該申請年度中に資格を取得するために必要な科

目・単位を修得することができなかった場合の取扱いについては、従来、規定化されていません

でしたので、この度、申請の翌年度から起算して 10 年以内に当該科目・単位を修得した場合に限

りという限定を付して、申請費用を徴収しないで、資格認定証を授与することを明らかにしまし

た。（規程第 10条第 2項関係） 

３．資格（称号）授与証明書の取扱いについて 

  資格（称号）授与証明書の取扱いについては、従来、規定化されていませんでした。この度、

発行の根拠及び手数料を明確にしました。（規程第 12 条関係） 

４．マナーインストラクター認定試験の消費税の取扱いについて 

マナーインストラクター認定試験の消費税の取扱いについて、第 1 項と同様に改正規定の適用

時期について、消費税法等の改正に伴い、「平成 29 年 4 月 1 日以降の申請から適用する。」を「平

成 31 年 10 月 1 日以降の申請から適用する。」に改める。 
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全実協２７第４６号  

平成２８年３月３１日 

 

 

会員校代表者 様 

 

 

一般財団法人全国大学実務教育協会 

代表理事・会 長   森 脇 道 子 

 

 

消費税率改訂に伴う資格認定証申請費用の取扱いについて（お知らせ） 

  

拝啓 陽春の候 益々ご清栄の段お慶び申し上げます。 

   平素から本協会の運営につきまして何かとご高配をいただき心から感謝申し上げております。 

   さて、すでにご承知のとおり消費税法が平成２７年４月に改正され、消費税率（地方消費税を含

む。以下同じ）が平成２９年４月から１０％に改訂されることになっています。 

本協会におきましては、長らく資格認定証申請に係る消費税を協会負担として取り扱ってきまし

たが、平成２９年４月の消費税率の改訂時から消費税分を申請者（学生）にご負担いただくことを

理事会で決定し、下記のとおりといたしました。 

   つきましては、時節柄、何かと厳しい時期にまことに恐縮に存じますが、なにとぞご了承くださ

り学生や貴学関係者にご伝達いただきますようよろしくお願い申し上げます。 

   なお、経済状況等により、もし消費税法の再改正が行われることがあれば、改めてお知らせしま

す。 

   末筆ではございますが、皆様のご健勝と貴学の益々のご発展を心からお祈り申し上げます。敬具 

記 

１．申請に要する費用 

①一般の資格（注 1）  一件あたり ５，５００円（税抜額 ５，０００円） 

②上級の資格（注 2）  一件あたり ７，７００円（税抜額 ７，０００円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．適用時期 

平成２９年４月１日以降の資格認定証申請から適用する。 

 

３．その他の変更事項 

  申請者が当該年度に資格を取得できなかった場合の取扱い、資格（称号）授与証明書の取扱い及び

マナーインストラクター認定試験の取扱いについては、別途お知らせします。        以上 

（注 1）一般の資格とは次の資格をいう。 

実践キャリア実務士 秘書士Ⓝ  ビジネス実務士Ⓝ  情報処理士Ⓝ  秘書士・秘書士（国際秘書）・

秘書士（メディカル秘書） 情報処理士 ウェブデザイン実務士  ビジネス実務士   

社会調査アシスタント 環境マネジメント実務士 プレゼンテーション実務士  

こども音楽療育士 ボランティア実務士 NPO 実務士 生活園芸士 の 17 資格  

（注２）上級の資格とは、次の資格をいう。 

上級秘書士Ⓝ・上級秘書士Ⓝ（国際秘書）・上級秘書士Ⓝ（メディカル秘書）  上級ビジネス実務士Ⓝ・

上級ビジネス実務士Ⓝ（国際ビジネス）・上級ビジネス実務士Ⓝ（サービス実務） 上級情報処理士Ⓝ  

上級秘書士 上級ビジネス実務士 上級情報処理士 社会調査実務士 観光ビジネス実務士  

上級環境マネジメント実務士 保育音楽療育士 国際ボランティア実務士 園芸療法士  

カウンセリング実務士の 17 資格 


